
    

いわていわていわていわて県民計画県民計画県民計画県民計画「「「「第第第第２２２２期期期期アクションプランアクションプランアクションプランアクションプラン」」」」のののの策定策定策定策定について    

 

 

 

 

 

 

 

１１１１    これまでのこれまでのこれまでのこれまでの取組取組取組取組    

○  岩手県総合計画審議会（会長：藤井岩手大学長）において、東日本大震災津波の発

災を踏まえた「いわて県民計画」の考え方、第２期アクションプランの策定に当たっ

ての考え方や政策推進目標等について審議（H23.9.29、11.16、12.26）。 

○ 市町村連携推進会議において、県内副市町村長等との意見交換を実施（H23.11.18）。 

○ 平成 23 年 11 月に策定した「第２期アクションプラン」（第１次案）について、パブ

リックコメントや地域説明会を実施（H23.11～12）。 

○ 県議会に対しては、12 月県議会定例会の議案等説明会（H23.11.21）において説明

するとともに、１月には説明会を開催（H24.1.12）。 

 

２２２２    計画計画計画計画のののの概要概要概要概要    

(1)(1)(1)(1)    計画計画計画計画のののの名称名称名称名称    

   いわて県民計画 第２期アクションプラン 

    (2)(2)(2)(2)    計画計画計画計画のののの期間及期間及期間及期間及びびびび構成構成構成構成イメージイメージイメージイメージ    

アアアア    計画期間計画期間計画期間計画期間   平成 23 年度～平成 26 年度 

イイイイ    計画計画計画計画のののの構成構成構成構成    

次の３編により構成 

○○○○    政策編政策編政策編政策編：長期ビジョンに示した７つの政策に基づく 42 の政策項目について、みん

なで目指す姿、目指す姿を実現するための取組、取組に当たっての協働

と役割分担、工程表等を示す 

○○○○    地域編地域編地域編地域編：広域振興圏の目指す将来像の実現に向けて取り組む重要施策について、

みんなで目指す姿、目指す姿を実現するための取組、取組に当たっての

協働と役割分担、工程表等を示す 

                        ※沿岸広域振興圏においては、東日本大震災津波からの復旧・復興が最重要課題で

あることから、当面は第２期アクションプランを策定しない 

○○○○    改革編改革編改革編改革編：県政運営の基本姿勢について、長期ビジョンに掲げる４つの基本方針を

示す 

    

○ いわていわていわていわて県民計画県民計画県民計画県民計画にににに掲掲掲掲げるげるげるげる「「「「希望郷希望郷希望郷希望郷いわていわていわていわて」」」」をををを実現実現実現実現するため、これからのこれからのこれからのこれからの４４４４年間年間年間年間にににに

重点的重点的重点的重点的、、、、優先的優先的優先的優先的にににに取取取取りりりり組組組組むむむむ施策施策施策施策やややや目標目標目標目標などを盛り込んだ、いわていわていわていわて県民計画県民計画県民計画県民計画「「「「第第第第２２２２期期期期

アクションプランアクションプランアクションプランアクションプラン」」」」をををを策定策定策定策定しました。 

○ このプランは、復興計画復興計画復興計画復興計画にににに掲掲掲掲げるげるげるげる具体的取組具体的取組具体的取組具体的取組をををを含含含含めてめてめてめて、、、、県行政県行政県行政県行政のののの全般全般全般全般にわたるにわたるにわたるにわたる施施施施

策等策等策等策等をををを盛盛盛盛りりりり込込込込んだんだんだんだ計画計画計画計画であり、岩手県総合計画審議会岩手県総合計画審議会岩手県総合計画審議会岩手県総合計画審議会でのでのでのでの審議審議審議審議やややや、パブリックコメパブリックコメパブリックコメパブリックコメ

ントントントント・・・・地域説明会地域説明会地域説明会地域説明会、、、、県議会県議会県議会県議会へのへのへのへの説明会説明会説明会説明会でのでのでのでの意見意見意見意見等を踏まえ、策定したものです。 

○ 東日本大震災津波東日本大震災津波東日本大震災津波東日本大震災津波からのからのからのからの復興復興復興復興はははは、、、、岩手全体岩手全体岩手全体岩手全体のののの復興復興復興復興でなければならないとの認識の

もと、内陸地域内陸地域内陸地域内陸地域とととと沿岸地域沿岸地域沿岸地域沿岸地域がががが一体一体一体一体となってとなってとなってとなって、、、、各種施策各種施策各種施策各種施策をををを推進推進推進推進していきます。 

記 者 席 配 付 資 料 

平 成 2 4 年 ２ 月 ６ 日 

政 策 地 域 部 ・ 総 務 部 



(3)(3)(3)(3)    第第第第２２２２期期期期アクションプランアクションプランアクションプランアクションプラン（（（（政策編政策編政策編政策編））））のののの概要概要概要概要    

アアアア    政策推進目標政策推進目標政策推進目標政策推進目標：：：：東日本大震災津波からの復興を進め、本県の地域資源を生かし、 

県民の「仕事」、「暮らし」、「学び・こころ」を守る 

  イイイイ    政策推進目標政策推進目標政策推進目標政策推進目標をををを具体具体具体具体にににに示示示示すすすす６６６６つのつのつのつの目標目標目標目標    

        ○○○○    人人人人        口口口口 

地域活力の低下をもたらす人口の社会減を減らす。 

○○○○    県民所得県民所得県民所得県民所得 

国民所得に対する県民所得水準のかい離を縮小する。 

  ○○○○    雇用環境雇用環境雇用環境雇用環境 

求人不足数を改善する。 

  ○○○○    地域医療地域医療地域医療地域医療 

病院勤務医師数を増加させるとともに、医療機関の診療時間外において適正な受

診行動を実践する県民が増えるようにする。 

○○○○    再生可能再生可能再生可能再生可能エネルギーエネルギーエネルギーエネルギー 

県内エネルギー消費量に対する再生可能エネルギーの導入割合を増やす。 

○○○○    防防防防        災災災災 

安全・安心な社会基盤の整備を進め、地域の防災力を高めるとともに、防災文化

を醸成する。 

３３３３    第第第第２２２２期期期期アクションプランアクションプランアクションプランアクションプランのののの主主主主なななな特徴特徴特徴特徴    

（（（（政策編政策編政策編政策編）））） 

○ 第１期アクションプランにおいて、喫緊の課題と位置付けた、人口、県民所得、

雇用環境、地域医療の各分野の取組に加え、発災を踏まえ、新たに再生可能エネル

ギーと防災の分野における取組を政策推進目標として追加。 

○ 各政策項目には、復興計画に掲げる具体的取組の内容も盛り込んでおり、沿岸地

域の復興を最重要課題として取り組むとともに、個々の施策については、復興との

関連性や優先度を考慮しながら、全県一体となって推進。 

（（（（地域編地域編地域編地域編）））） 

○ 広域振興圏の目指す将来像の実現に向けて取り組む重要施策に加え、内陸地域の

活力が沿岸地域の復興を支えるという観点から、被災地域の復興支援に資する取組

を記述。 

（（（（改革編改革編改革編改革編））））    

○ 東日本大震災津波に伴う状況変化を踏まえ、復興を支える人材育成、限られた財

源や人的資源の効果的活用、新しい公共の推進、市町村との連携強化など、震災か

らの復興を支える「財政運営と人・組織・仕組みづくり」に重点。 

〔〔〔〔配付配付配付配付資料資料資料資料〕〕〕〕    

1.  いわて県民計画―概要版―・いわて県民計画 第２期アクションプランの概要 

2. いわて県民計画 第２期アクションプラン（改革編）の概要 

◆第２期アクションプラン【本編】を御希望の方は、以下のホームページからダウンロードいただく

か、担当部局まで申し出ください。 

� ホームページホームページホームページホームページ いわて希望ネット http://www.pref.iwate.jp/~hp0151/ 

� 問問問問いいいい合合合合わせわせわせわせ先先先先 政策編・地域編：政策推進室（内線 5508・5509）、改革編：人事課（内線 5186） 



第２期アクションプラン【政策編】の概要●

1 国際競争力の高いものづくり産業の振興
2 食産業の振興
3 観光産業の振興
4 地場産業の振興
5 次代につながる新たな産業の育成
6 商業・サービス業の振興
6-2 中小企業の経営力の向上
7 海外市場への展開
8 雇用・労働環境の整備

Ⅰ 産業・雇用

9 農林水産業の未来を拓く経営体の育成
10 消費者から信頼される｢食料・木材供給基地｣の確立
11 農林水産物の高付加価値化と販路の拡大
12 ｢いわて｣の魅力あふれる農山漁村の確立
13 環境保全対策と環境ビジネスの推進

Ⅱ 農林水産業

17 地域防災力の強化
18 安全・安心なまちづくりの推進
19 食の安全・安心の確保
20 多様な主体の連携による地域コミュニティの活性化
21 多様な市民活動の促進
22 青少年の健全育成
23 男女共同参画の推進

Ⅳ 安全・安心

24 家庭・地域との協働による学校経営の推進
25 児童生徒の学力向上
26 豊かな心を育む教育の推進
27 健やかな体を育む教育の推進
28 特別支援教育の充実
29 生涯を通じた学びの環境づくり
30 高等教育の連携促進と機能の充実
31 文化芸術の振興
32 多様な文化の理解と交流
33 豊かなスポーツライフの振興

Ⅴ 教育・文化

34 地球温暖化対策の推進
35 循環型地域社会の形成
36 多様で豊かな環境の保全

Ⅵ 環 境

Ⅶ 社会資本・公共交通・情報基盤

長期ビジョンに示す｢希望郷いわて｣の実現を目指
し、岩手の未来をつくる｢７つの政策｣の基本的考え
方をもとに｢42の政策項目｣を設定しています。

各政策項目ごとに、地域社会のあらゆる構成主体
が一体となって目指す｢みんなで目指す姿｣を設定す
るとともに、その目指す姿を実現するための取組や、
役割分担、県が中心となって行う取組を示していま
す。

「７つの政策」と「42の政策項目」

いわて県民計画 - 概要版 -

いわて県民計画の概要●

いわて県民計画は、希望あふれる岩手を実現していくための行動を促進・支援し、実践するた
めの県としての政策推進の方向や具体的な取組内容を示すものです。

私たちが実現していきたい10年後の岩手の未来を示した｢長期ビジョン｣と、その実現のため
の具体的な取組を示す｢アクションプラン｣で構成しています。

いっしょに育む「希望郷いわて」基
本
目
標 岩手のこころを持つ「ひと」が、多様な「つながり」をもち、岩手の特性を生かした真の「ゆたか

さ」をはぐくみながら、「希望郷いわて」を実現

実
現
し
て
い
き
た
い

岩
手

はぐく

“いきいき”と

仕事分野

“安心”して

暮らし分野

“楽しく”

学び・こころ分野

いわて県民計画-概要版-について●

長期
ビジョン

この「いわて県民計画-概要版-」は、平成21年12月に策定したいわて県民計画(長期ビジョ
ン）の概要に加え、今回作成する「第２期アクションプラン」の策定趣旨や期間、構成等につい
て示しています。

第２期アクションプラン【改革編】の概要●

14 地域の保健医療体制の確立
15 家庭や子育てに夢をもち

安心して子どもを生み育てられる環境の整備
16 福祉コミュニティの確立

Ⅲ 医療･子育て･福祉
37 産業を支える社会資本の整備
38 安全で安心な暮らしを支える社会資本の整備
39 豊かで快適な環境を創造する基盤づくり
40 社会資本の維持管理と担い手の育成・確保
41 公共交通の維持・確保と利用促進
42 情報通信基盤の整備と情報通信技術の利活用促進

Ⅶ 社会資本・公共交通・情報基盤

震災からの早期復興に向けた様々な取組を県民と
一丸となって推進していくため、復旧・復興を迅速
かつ協力に推進する体制整備や職員の能力向上に取
り組むとともに、県政運営の一層の透明化と県民本
位の行政サービスの提供を推進。

いわての未来づくりを支える専門集団へ

震災復興に最大限の力を注ぎつつ、将来にわたっ
て安定的に行政サービスを提供できるよう、歳入の
確保、歳出の見直し、効率的・効果的な事業の実施
により、持続可能な財政構造の構築を目指すととも
に、将来負担を伴わない方策による人的資源の確保
と復興に取り組む体制づくりを進める。

いわてを支える持続可能な行財政構造の構築

震災対応などの地域課題の解決に向け、地域の多
様な主体による「新しい公共」や「開かれた復興」
を推進するための人材育成、仕組みづくりに取り組
む。

多様な主体による公共サービスの提供

震災対応を通じて明らかとなった個別の市町村で
は解決できない課題の解決に向け、県と市町村が一
体となって連携して取り組むことにより、住民に身
近な行政を地方が自主的かつ総合的に広く担う地方
分権を推進。復興に向けた自治体間の連携推進のサ
ポートや、被災市町村の行政機能の回復に向けた取
組を進める。

活力に満ちたいわてを実現する分権型行政システムの確立

長期ビジョンに基づく４つの基本方針

し
て
い
き
た
い

岩
手
の
未
来

“いきいき”と
働いています。

“安心”して
暮らしています。

“楽しく”
学んでいます。

県民一人ひとり、企業、ＮＰＯ、団体や行政など、地域社会を構成するあらゆる主体が、共に支え
合いながら、総力を結集していく「地域経営」を推進

岩手の未来の実現に向けた７つの政策

｢産業創造県いわて｣の
実現

産業・雇用

｢食と緑の創造県いわ
て｣の実現

農林水産業

｢共に生きるいわて｣の
実現

医療･子育て･福祉

｢安心して、心豊かに暮
らせるいわて｣の実現

安全・安心

｢人材・文化芸術の宝庫
いわて｣の実現

教育・文化

環 境 「環境王国いわて」の実現 社会資本･公共交通･情報基盤 「いわてを支える基盤」の実現

 ４広域振興圏の振興
 広域振興圏や県の区域を越えた広域的な

連携の強化
 地域コミュニティの強化
 県北・沿岸圏域及び過疎地域等の振興

 県民と共に未来を切り拓く県政
• いわての未来づくりを支える専門集団へ
• いわてを支える持続可能な行財政構造の構築

 新しい公共サービスのかたちづくり
• 多様な主体による公共サービスの提供
• 活力に満ちたいわてを実現する分権型行政システムの

確立

地域振興の展開方向 県政運営の基本方針

ｱｸｼｮﾝ
ﾌﾟﾗﾝ

政策編

ｱｸｼｮﾝ
ﾌﾟﾗﾝ

地域編

ｱｸｼｮﾝ
ﾌﾟﾗﾝ

改革編

【お問合せ先】 岩手県政策地域部政策推進室(政策担当) 電話：019－629－5509



第２期アクションプランの構成

これまでの取組の成果と課題

成 果

実施期間

い わ て 県 民 計 画 「 第 ２ 期 ア ク シ ョ ン プ ラ ン 」 の 概 要
第２期アクションプラン策定の趣旨1

(1) いわて県民計画（長期ビジョン）に掲
げた「希望郷いわて」の実現を目指し、
重点的・優先的に取り組むべき政策など
について、具体的に示していくもの。

(2) 第１期アクションプランの取組の成果を検証し、政策評価において十分な成果に結
び付いていない施策等については、その要因や課題の分析を行うとともに、第２期
における目指す姿や目標値を明確にしながら、「その実現のために何をなすべき
か」という課題解決型の政策体系を構築していくもの。

(3) 東日本大震災を乗り越えて力強く復興するための地域の未来の設計図
として平成23年８月に策定した「岩手県東日本大震災津波復興計画」
と軌を一にしながら、歴史や文化、伝統などを含めた地域社会に根ざし
た復興、多様な参画による開かれた復興をなし遂げていくもの。

(1) 対象期間は、平成23～26年度までの４年間。
(2) 岩手県東日本大震災津波復興計画の短・中期的な取組と

も整合性を図りながら進める。

【基本的考え方】
第２期アクションプランは、「政策編」「地域編」「改革編」の３編により具体の取組等を示す。
特に、震災からの復興を進めるに当たっては、復興の取組を地域の振興にもつなげていくという相乗効果の発揮を促進するとともに、新しい公

共など多様な主体による「希望郷いわて」づくりへの参画を進めていく。

２

３

４

政 策 編
長期ビジョ
ンに基づく
重点施策の
推進

いわて県民計画（平成21年度～平成30年度）

岩手県東日本大震災津波復興計画 （平成23～30年度）

～更なる展開へ
の連結期間～
（平成29～30年度）

第１期
ｱｸｼｮﾝﾌﾟﾗﾝ
（平成21～22年度）

長期ビジョン

第３期アクションプラン
（平成27～30年度）

第２期アクションプラン
（平成23～26年度）

～本格復興期間～
（平成26～28年度）

～基盤復興期間～
（平成23～25年度）

【政策編の構成】

政策推進目標
東日本大震災津波からの復興を進め、本県の地域資源を生かし、

県民の 「仕事」 、 「暮らし」、「学び・こころ」 を守る 産業・雇用 農林水産業

医療・子育て・福祉

安全・安心教育・文化

環境

社会資本・公共交通・情報基盤

アクションプラン政策編

整
合
性

雇用環境 再生可能
エネルギー

地域医療人 口 県民所得 防 災政策評価レポート
（H23.11）等からの抜粋

多様な主体の協働と参画による計画推進

(1) 政策編
[雇用環境] 前年度と比べ求人不足数は減少している。
[県民所得] 国民所得に対する県民所得の乖離は縮小している。
[地域医療] 人口10万人当たりの医師数は増加傾向にある。
[人 口] 社会減の減少幅が年々縮小しているなど、一定の

歯止めがかけられている傾向が見られる。
(2) 地域編

各広域振興圏の地域資源や特性を生かした産業振興を推進し、
市場競争力と付加価値を高めている。
(3) 改革編

職員体制のスリム化や徹底した歳出の見直し、組織体制の整
備と権限の見直し等の取組を、概ね計画どおりに進めている。

成 果

(1) 政策編
[雇用環境] 震災を機に、雇用情勢は悪化の傾向にある。
[県民所得] 経済の低迷の影響を受け、一人当たり県民所得の絶

対額は減少している。
[地域医療] 医師の地域偏在や診療科偏在（小児科など特定診療

科の医師不足）といった状況が依然として残る。
[人 口] 依然として人口の社会減は高い値にある。
(2) 地域編

震災による被害を踏まえ、産業基盤の再生を行うとともに、
ものづくり産業の集積促進や６次産業化の推進が必要。
(3) 改革編

震災復興に集中的に取り組むための財源と人的資源の確保等、
諸課題に対応していくための体制整備が必要。

課 題

【特に留意すべき事項】
沿岸地域の復興を最優先課題として取り組むとともに、内陸地域の活力

が沿岸地域の復興を支えていくことにも十分に配慮する。

地 域 編

【地域編の構成】
広域振興圏の目指す将来像の実現に向けて取り組

む重要施策について、以下の項目により構成。
・みんなで目指す姿
・目指す姿を実現するための取組
・取組に当たっての協働と役割分担
・県の具体的な推進方策（工程表）

【特に留意すべき事項】
地域社会を構成するあらゆる主体が総力を結集し

地域の価値を高めていくという「地域経営」の考え
方に基づき、各地域の主体性や創意が十分に発揮さ
れる取組を推進していく。

県央広域

県南広域

沿岸広域

県北広域

改 革 編

【改革編の構成】
県政運営の基本姿勢について、長期ビジョンに掲

げる以下の４つの基本方針により構成。
・いわての未来づくりを支える専門集団へ
・いわてを支える持続可能な行財政構造の構築
・多様な主体による公共サービスの提供
・活力に満ちたいわてを実現する分権型行政システ
ムの確立

【特に留意すべき事項】
震災後の状況変化を踏まえ、限られたマンパワー

の効果的活用、職員の能力向上、市町村との連携強
化など、震災からの復興を支える「人・組織・仕組
みづくり」に重点を置く。

東日本大震
災津波から
の着実な
復興

「希望郷
いわて」
の実現

【政策編の構成】
長期ビジョンに示した「７つの政策」に基づく「42の政策項目」につ

いて、それぞれ以下の項目により構成。
・みんなで目指す姿
・目指す姿を実現するための取組

・取組に当たっての協働と役割分担
・県の具体的な推進方策（工程表）

社会資本・公共交通・情報基盤

「安全」の確保

「暮らし」の再建

「なりわい」の再生

復興計画

整
合
性
に
配
慮



《 振興施策の基本方向 》
Ⅰ 地域の自立を支える地域経済基盤の確立
１ 学術研究機能等の集積を生かした連携・交流に
よるＩＴ・ものづくり産業の振興

２ 産業と地域の連携による滞在型広域観光の推進
３ 地域資源を生かした特色ある食産業と地場産業の
展開
【①食産業 ②地場産業】

４ 地域ブランドの強化による競争力に優れた農業の
振興

５ 森林資源の循環利用による林業・木材産業の振興
６ 雇用環境の改善
７ 産業経済活動、地域間交流を支える交通ネット
ワークの整備

Ⅱ 快適で安全・安心な地域社会の形成
８ 健やかな暮らしを支える地域保健・医療の充実
９ 安心で心豊かな福祉コミュニティづくりの推進
10 環境を保全し自然と共生する地域社会の創造
11 快適な都市機能の充実と住み良いまちづくりの
推進

12 住民の生命と財産を守る防災対策の推進

◆ 県央広域振興圏

◆ 県南広域振興圏 ◆ 県北広域振興圏

〈目指す将来像〉
都市と農山村が広域的に連携し合いながら

北東北の拠点としての機能を担う地域

〈目指す将来像〉 〈目指す将来像〉

◎「第２期アクションプラン‐地域編‐」の構成

〈目指す将来像〉
「いわて県民計画」（長期ビジョン）に掲げる各圏域の

“目指す将来像”（目標年度：平成30年度）を示してい
ます。

《 振興施策の基本方向 》
各圏域の“目指す将来像”の実現のために、圏域

が置かれている状況や地域資源の特性などを踏まえ、
今後４年間（平成23年度～平成26年度）に重点的
に取り組むべき“振興施策の基本方向”や“重点施
策”を示しています。

また、第２期アクションプランでは、各分野の
“重点施策”ごとに「みんなで目指す姿」、「目指
す姿を実現するための取組」、「取組に当たっての
協働と役割分担」、「県の具体的な推進方策（工程
表）」を示しており、地域社会を構成するあらゆる
主体が総力を結集し地域の価値を高めていくという
“地域経営”の考え方に基づき、各圏域の主体性や
創意が十分に発揮される取組を、県民のみなさんと
一緒に推進していきます。

なお、第２期プランでは、東日本大震災津波から
の復興には、内陸地域の活力が沿岸地域を支えると
いう視点が不可欠であるという認識のもと、復興へ
の貢献度や優先度を考慮しながら取組を推進してい
きます。

第２期アクションプラン【地域編】の概要●

《 振興施策の基本方向 》

Ⅰ 地域のあらゆる資源を生かしながら、世界に通じる
技術と個性ある地域素材が織りなす強い地域産業が躍
動する社会の構築
１ 雇用環境の改善と若者の地元定着
２ 世界に通用するものづくり基盤の構築
３「平泉」を活かした周遊型観光の推進
４ 多様な事業者のネットワークを活用した食産業の
振興

５ 岩手の農業をリードする多彩なブランドを主力と
した強い産地づくり

６ 効率的で持続可能な地域林業・林産業の推進
７ 伝統的地場産業の振興
８ 産業を支える社会資本整備の推進

Ⅱ 助け合う風土や豊かな自然を大切にしながら、安全
で安心して暮らせる住みよい地域社会の形成
９ 地域医療・健康危機管理体制の構築
10 勤労者が健康で安心して働ける環境づくり
11 高齢者が健康で安心して生活できる地域づくり
12 障がい者の地域での自立及び就労支援
13 社会資本の維持管理と防災対策の推進
14 環境と共生した持続可能な地域社会の構築
15 快適で活力あるまちづくりの推進

《 振興施策の基本方向 》

Ⅰ 安全・安心に暮らせるまちづくり
１ 防災対策の推進
２ 地域経済や暮らしを支える社会基盤の整備

Ⅱ 地域資源を生かした活力ある産業づくり
３ 農林水産業の経営体の育成と産地形成
【①農業 ②林業 ③水産業】

４ 着地型観光の展開
５ 地域資源を生かした食産業の振興
６ ものづくり産業の振興
７ 雇用機会の確保・拡大

Ⅲ 健康で住みよい地域づくり
８ 地域における医療と健康づくりの推進
９ 地域で支えあう福祉の推進
10 良好な環境の保全
11 定住環境の整備と地域コミュニティの活性化

〈目指す将来像〉
「連繋」と「協働」により、

地域の資源を生かしながら、
世界に誇れる岩手をリードする地域

〈目指す将来像〉
培われた知恵・文化、多様な資源・技術を生かし、

八戸圏域等との交流・連携を深めながら、
持続的に発展する活力みなぎる地域

◆ 沿岸広域振興圏

※  沿岸広域振興圏については、東日本大震災津波からの復旧・復興が最重要の課題であることから、当面は
「岩手県東日本大震災津波復興計画」に基づき、取組を推進するものとします。



いわていわていわていわて県民計画県民計画県民計画県民計画いわていわていわていわて県民計画県民計画県民計画県民計画 第第第第２２２２期期期期アクションプランアクションプランアクションプランアクションプラン（（（（改革編改革編改革編改革編））））のののの概要概要概要概要第第第第２２２２期期期期アクションプランアクションプランアクションプランアクションプラン（（（（改革編改革編改革編改革編））））のののの概要概要概要概要

第２期アクションプラン改革編の位置付け1

１１１１ 県民県民県民県民とともにとともにとともにとともに未来未来未来未来をををを切切切切りりりり拓拓拓拓くくくく県政県政県政県政

(1) いわての未来づくりを支える専門集団へ

(2) いわてを支える持続可能な行財政構造の構築

２２２２ 新新新新しいしいしいしい公共公共公共公共サービスサービスサービスサービスのかたちづくりのかたちづくりのかたちづくりのかたちづくり

(1) 多様な主体による公共サービスの提供

(2) 活力に満ちたいわてを実現する分権型行政システムの確立

長期長期長期長期ビジョンビジョンビジョンビジョン 第第第第７７７７章章章章 県政運営県政運営県政運営県政運営のののの基本姿勢基本姿勢基本姿勢基本姿勢(H21(H21(H21(H21～～～～H30H30H30H30））））

政策編政策編政策編政策編
政策編政策編政策編政策編政策編政策編政策編政策編

アクションプランアクションプランアクションプランアクションプラン（（（（H23H23H23H23～～～～H26H26H26H26））））

復興計画復興計画復興計画復興計画復興計画復興計画復興計画復興計画

これまでの取組の成果２

改革編の構成概要４

厳しい行財政環境のもと、震災復興に集中的に取り組むための体制整備が必要

職員体制のスリム化、歳入確保の強化や徹底した歳出の見直し、組織体制

の整備と権限の見直し等の取組をおおむね計画どおりに推進。

①①①①本庁組織体制本庁組織体制本庁組織体制本庁組織体制のののの整備整備整備整備・・・・権限権限権限権限のののの見直見直見直見直しとしとしとしと能力開発能力開発能力開発能力開発によるによるによるによる組織組織組織組織パフォーマンスパフォーマンスパフォーマンスパフォーマンス

のののの向上向上向上向上

組織体制・権限・研修体系の見直し、情報公開の推進、入札制度改革等

②②②②歳入確保歳入確保歳入確保歳入確保のののの強化強化強化強化やややや総人件費総人件費総人件費総人件費のののの抑制抑制抑制抑制などなどなどなど行財政行財政行財政行財政のののの簡素簡素簡素簡素・・・・効率化効率化効率化効率化をををを推進推進推進推進

事務事業評価：廃止事業数363事業、廃止縮減額127億円、

職員数1,419人（うち知事部局513人）純減

③③③③民間企業民間企業民間企業民間企業とのとのとのとの協働拡大協働拡大協働拡大協働拡大やややや官民比較官民比較官民比較官民比較などなどなどなど新新新新たなたなたなたな手法手法手法手法によるによるによるによる公共公共公共公共サービスサービスサービスサービス改改改改

革革革革にににに着手着手着手着手

④④④④広域振興局体制広域振興局体制広域振興局体制広域振興局体制のののの整備整備整備整備をををを進進進進めるとともにめるとともにめるとともにめるとともに、、、、権限移譲権限移譲権限移譲権限移譲などなどなどなど市町村市町村市町村市町村のののの基盤強化基盤強化基盤強化基盤強化

をををを推進推進推進推進

集中改革集中改革集中改革集中改革プログラムプログラムプログラムプログラム・・・・アクションプランアクションプランアクションプランアクションプラン改革編改革編改革編改革編（Ｈ（Ｈ（Ｈ（Ｈ１９１９１９１９～Ｈ～Ｈ～Ｈ～Ｈ２２２２２２２２））））

現状と課題３

１１１１ 東日本大震災津波東日本大震災津波東日本大震災津波東日本大震災津波

人的被害6,274人、家屋被害（住家のみ）24,735棟（以上H23.11.16現在）、

公共土木施設被害2,990億円余り（H23.7.31現在)

本県の復興に要する費用約８兆円（国、県、市町村合計）、他県等から

本県への応援職員 延14,828人/日（H23.10.31現在。市町村への派遣を

除く。）

２２２２ 国国国国・・・・地方地方地方地方のののの財政環境財政環境財政環境財政環境のののの悪化悪化悪化悪化

国は震災からの復旧・復興に全力を傾注する一方で、財政健全化の目

標達成に向けた取組を着実に推進することを表明。地方においても一層

の改革が求められる。

３３３３ 職員数減少職員数減少職員数減少職員数減少のののの一方一方一方一方でででで県民県民県民県民ニーズニーズニーズニーズ多様化多様化多様化多様化

知事部局の職員数を平成10年度比で約23％削減した一方で、県民

ニーズは一層多様化が進行。

行財政行財政行財政行財政にににに影響影響影響影響をををを及及及及ぼすぼすぼすぼす環境環境環境環境のののの変化変化変化変化 本県本県本県本県におけるにおけるにおけるにおける行財政行財政行財政行財政のののの現状現状現状現状とととと課題課題課題課題

１１１１ 財政状況財政状況財政状況財政状況

公債費の償還ピーク、社会保障関係経費の増加など、厳しい財政運営を強いられる

中、大震災津波からの復旧・復興に向けて多額の財源が必要と見込まれるため、一層

厳しい局面を迎える。復興を最優先としつつ、財政の健全化に配慮した財政運営が必

要。

２２２２ 組織組織組織組織・・・・職員体制職員体制職員体制職員体制

目標を上回る職員削減を達成した中で、大震災津波からの復興を推進するため、45

人体制からなる復興局の設置や、人員の弾力的な再配置を実施。今後、執行体制の

一層の拡充が必要とされるが、後年度における人件費負担を考慮すると、長期にわた

る大幅増員は困難。復興事業を担うマンパワーの確保が課題。

３３３３ 多様多様多様多様なななな主体主体主体主体によるによるによるによる公共公共公共公共サービスサービスサービスサービスのののの提供提供提供提供

ＮＰＯ・民間企業等の社会貢献活動と県が行なう事業等との連携を推進するなど官民

協働の仕組みづくりに取り組んできたが、震災対応など地域課題の解決に向け、地域

の多様な主体による「新しい公共」の取組などを一層推進することが必要。

①①①①基本的考基本的考基本的考基本的考ええええ方方方方
①①①①基本的考基本的考基本的考基本的考ええええ方方方方①①①①基本的考基本的考基本的考基本的考ええええ方方方方

復興復興復興復興をををを支支支支えるえるえるえる財政運営財政運営財政運営財政運営とととと人人人人・・・・組織組織組織組織・・・・仕組仕組仕組仕組みみみみ

づくりづくりづくりづくり

震災後の状況変化を踏まえ、復興を支える

人材育成、限られた財源や人的資源の効果

的活用、新しい公共の推進、市町村との連携

強化など、震災からの復興を支える「財政運

営と人・組織・仕組みづくり」に重点を置いた

取組を推進。

②②②②基本理念基本理念基本理念基本理念
②②②②基本理念基本理念基本理念基本理念②②②②基本理念基本理念基本理念基本理念

上記の基本的考え方に沿って復旧・復興に

取り組んでいくため、「岩手県職員憲章」を基

本理念に掲げ、全職員が「岩手県職員として

あるべき姿」を共有し、一丸となって行動して

いく。

③③③③長期長期長期長期ビジョンビジョンビジョンビジョンにににに基基基基づくづくづくづく４４４４つのつのつのつの基本方針基本方針基本方針基本方針
③③③③長期長期長期長期ビジョンビジョンビジョンビジョンにににに基基基基づくづくづくづく４４４４つのつのつのつの基本方針基本方針基本方針基本方針③③③③長期長期長期長期ビジョンビジョンビジョンビジョンにににに基基基基づくづくづくづく４４４４つのつのつのつの基本方針基本方針基本方針基本方針

基本方針基本方針基本方針基本方針１１１１ いわてのいわてのいわてのいわての未来未来未来未来づくりをづくりをづくりをづくりを支支支支えるえるえるえる専門集団専門集団専門集団専門集団へへへへ

大震災津波からの早期復興に向けた様々な取組を県民と一丸となって推進していくため、復

旧・復興を迅速かつ強力に推進する体制整備や、地域の実情に応じて「自ら考え行動できる職

員」の育成に取り組むとともに、県民本位の行政サービスの提供や、県政運営の透明性・公正性

をより一層確保するための取組を推進する。

基本方針基本方針基本方針基本方針２２２２ いわてをいわてをいわてをいわてを支支支支えるえるえるえる持続可能持続可能持続可能持続可能なななな行財政構造行財政構造行財政構造行財政構造のののの構築構築構築構築

復旧・復興に最大限の力を注ぎつつ、安定的な行政サービスを提供できるよう、歳入確保の強

化、徹底した歳出の見直し、効率的・効果的な事業の実施、将来負担を伴わない方策による人的

資源の確保を図ることにより、持続可能な財政構造を構築するとともに、震災復興を支える体制

づくりを進める。

基本方針基本方針基本方針基本方針３３３３ 多様多様多様多様なななな主体主体主体主体によるによるによるによる公共公共公共公共サービスサービスサービスサービスのののの提供提供提供提供

多様な主体がそれぞれの力を発揮して公共サービスを担うことにより、行政サービスの質を向

上させることが期待される「新しい公共」の取組を、国民や国際社会の積極的な支援と参画を通じ

た「開かれた復興」の考え方を踏まえながら推進していくため、ＮＰＯなど「新しい公共」の担い手

の自立的活動を促進する取組や、人・仕組みづくりを進める。

基本方針基本方針基本方針基本方針４４４４ 活力活力活力活力にににに満満満満ちたいわてをちたいわてをちたいわてをちたいわてを実現実現実現実現するするするする分権型行政分権型行政分権型行政分権型行政システムシステムシステムシステムのののの確立確立確立確立

住民に身近な行政を地方が自主的かつ総合的に広く担うようにする地方分権改革を一層推進

する。また、大震災津波の発災により生じた、個々の市町村では解決できない課題に対して、県

と市町村が連携して取り組むとともに、復興に向けた自治体間の連携を推進するためのサポート

や、被災市町村の行政機能の回復に向けた支援を進める。

下支下支下支下支ええええ

岩手県職員憲章岩手県職員憲章岩手県職員憲章岩手県職員憲章～～～～私私私私たちのたちのたちのたちの５５５５つのつのつのつの信条信条信条信条～～～～岩手県職員憲章岩手県職員憲章岩手県職員憲章岩手県職員憲章～～～～私私私私たちのたちのたちのたちの５５５５つのつのつのつの信条信条信条信条～～～～

県民本位県民本位県民本位県民本位・・・・能力向上能力向上能力向上能力向上・・・・明朗快活明朗快活明朗快活明朗快活・・・・県民本位県民本位県民本位県民本位・・・・能力向上能力向上能力向上能力向上・・・・明朗快活明朗快活明朗快活明朗快活・・・・

法令遵守法令遵守法令遵守法令遵守・・・・地域意識地域意識地域意識地域意識法令遵守法令遵守法令遵守法令遵守・・・・地域意識地域意識地域意識地域意識

地域編地域編地域編地域編
地域編地域編地域編地域編地域編地域編地域編地域編

改革編改革編改革編改革編
改革編改革編改革編改革編改革編改革編改革編改革編

・岩手県職員憲章の理解促進と実践（研修、業務方針に基づき業務に反映、その他方策検討）

・復旧、復興を推進する体制の整備（復旧・復興対応に重点配置、他県等への派遣要請等）

・専門的で高度な知識を有する外部人材の任用（医師、水稲に係る研究員、ｶｳﾝｾﾗｰ、１級建築士等）

・環境の変化を踏まえた人材育成制度の充実と職員研修の見直し（職員ｱﾝｹｰﾄ結果を踏まえた職

員育成ビジョンの見直し等）

・県民サービスの利便性向上（電子申請、県税ｺﾝﾋﾞﾆ納付、ｴﾙﾀｯｸｽ利用促進、ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ刷新）等

・歳入確保の強化（県税収入の確保及び県税以外の収入未済金の回収、県有資産の有効活用等）

・徹底した歳出の見直し（震災対応以外の投資的経費の見直し、補助金・負担金の見直し等）

・公営企業、県出資等法人、地方独立行政法人の改革

・多様な方策による人的資源の確保（他県等からの応援職員受入れ、退職した職員の再雇用、任

期付職員の採用等）

・業務の選択と集中(事務事業評価等に基づく事業の廃止・休止及び縮減、民間への外部委託)等

・新しい公共の推進（新しい公共支援基金、ＮＰＯ活動交流ｾﾝﾀｰを拠点とした協働の取組等の支援等）

・開かれた復興の推進（企業等からの提案の一元化・マッチング、専門的任期付職員としての民

間企業からの職員の受入れ、大学と連携した沿岸地区の児童生徒等の心のｻﾎﾟｰﾄ、ＮＰＯ等と

連携した被災地の児童生徒の学習支援・居場所づくり、被災者支援等）

・「新しい公共」、「開かれた復興」の取組を支える人・仕組みづくり（市町村との連携強化を

進める研修の実施、指定管理者制度導入施設の検証や公の施設のあり方検討）等

・地方分権改革の推進（義務付け・枠付けの見直し、全国知事会等と連携した要請等）

・市町村との連携、協力体制の構築（知事と市町村長との意見交換会、県市町村連携推進会議、

市町村行財政コンサルティング等）

・被災市町村の行政機能回復に向けた支援（職員派遣、復興推進計画等の策定支援、全国知事

会等を通じた復興対策の国への要請、市町村行政機能応急復旧）等

照会先：総務部人事課

（内5186）


